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2D4 研究機関間関係のダイナミズムに 関する研究 

0 柿崎文彦 ( 科技庁・科学技術政策研 ) 

1 . はじめに 

社会的、 経済的な状況認識と 将来展 望の下、 科学技術を創出するのみならず、 

科学技術を活用する 側からも科学技術の 果たす役割に 対する期待が 極めて高くな 

っている。 科学技術基本法 ( 平成 8 年 11 月 15 日法律第 130 号 ) 、 及び科学技 

術 基本法に定めるところにょり 策定された科学技術基本計画 ( 平成 8 年 7 月 2 日 

閣議決定 ) がこのような 期待に応えるべく 国としての科学技術政策を 明確にした 

ものであ る。 この基本計画の 要点は 、 新たな研究開発システム 構築のための 制度 

改革等の推進と 政府による研究投資の 拡充の二つに 要約されているほか、 各々が 

それ自体科学技術の 振興を推進させるために 必要であ ると明記されている。 

係る状況の下、 科学技術の創出を 担う主体 ( 企業、 大学、 国公立研究所等、 科 

学技術に関する 研究・技術開発を 行っている組織の 総称で、 以下、 「研究機関」 

という。 ) に対しての社会的、 経済的な価値の 創造に期待が 高まるのは当然のこ 

とであ ろう。 狭義の科学技術創出主体という 文脈において、 研究機関の存在理由 
が 科学技術における 新たな知識、 方法論、 人工物 等 、 新たな 「何か」 の創出であ 

る。 しかし、 広義の科学技術創出主体という 前提をおく と   そこで創出される 

「何か」 の内容に関しては 研究機関の内部論理に 対応して異なるはずであ る。 こ 

こで、 研究機関の内部論理とは、 そこで行っている 活動が基礎、 応用、 開発とい 

う 性格別の研究 ・技術開発ではなく、 むしろ企業、 大学、 国公立研究所等が 研 

究・技術開発活動を 行う際の目的あ るいは使命を 意図するものであ る i 。 

研究機関の内部論理は 自己参照的 ( self-referential) に新たな知識を 創出す 

る行為を目的とするものと、 その活動により 集約された知識を 広い意味における 

生産に至らしめる 行為の二つに 分けることができよう。 研究機関における 内部論 

理がいわゆる 「知的ス トック」 の形成に資するものであ ることは明らかであ るが、 

主に知的ス トックを集積し 共有するプロセス ( Cohesion Process) に対する広範 

な詔 、 識の 一 方で、 良質な産業や 社会基盤を形成するために 知的資産を活用する 過 

程 ( Diffusion Process) の重要性も政策科学の 研究の過程において 明らかにさ 

れ つ つ あ る。 

いずれのプロセスにおいても、 研究・技術開発活動が 研究機関における 科学技 

術 資源 ( 研究者・技術者、 研究   技術開発費、 研究技術基盤、 研究技術組織等 ) 

に依存していることは 明らかで、 研究機関における 科学技術活動が 他の機関との 

比較優位の枠組みで 機能している 限りにおいては、 あ る一定の目標の 下に、 自己 

参照的な活動を 行う ことは研究機関の 内部論理に見合うものであ るということが 

できる。 換言すれば、 科学技術資源を 可能な限り内部化することが 研究機関の内 
部 論理と合致すること ｜ む ろ 
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翻って、 科学技術自体の 発展過程をみると、 スモール・サイエンス、 メが サイ 

エンス、 産業科学技術、 生活社会系科学技術 " 等に代表されるように、 人間の社 

金的諸活動の 多様化、 複雑化に伴い、 研究・技術開発が 研究機関の内部論理のみ 
では対応ができなくなっている。 すな ね ち、 研究，技術開発が 一つの研究機関の 

内部論理だけで 完結することが 難しくなっている 事例について 検討を行ってきた。 

特に、 科学技術成果の 活用や普及に 関しては周囲の 他の機関との 関係の中におい 

て 研究   技術開発活動に 期待される状況を 明らかにしてきたⅢ。 

研究   技術開発活動が 外部との文脈の 中で機能するためには、 研究機管内部の 

科学技術資源の 質の向上を伴いつ つ 、 目標とする研究・ 技術開発の成果を 創出さ 

せるためには 外部の科学技術資源に 依存する必要が 発生する。 この具体的な 発現 

形態として共同研究プロバラム、 研究・技術コンソーシアム 等の成立があ り、 こ 

のような活動を 支援することを 目的に研究開発費のフロー、 研究者・技術者の 流 

動 、 あ るいは研究技術基盤の 共同利用等のメカニズム、 ダイナミズムが 生ずる。 

権 田らはこのような 現象を研究・ 技術開発における 外部経済性メカニズムと 称し、 

特に政府等の 研究投資を公共投資として 評価するための 理論の必要性を 述べ、 研 

究・技術開発における 外部経済性メカニズムと 研究組織の知的生産性の 関連とこ 

の 議論に基 づく研究機関の 集積に関して 科学技術立地論を 提唱している。 。 すな 

む ち、 研究 - . 技術開発における 外部経済性の ，本質を外部の 科学技術資源を 活用し 

たことによる 研究・技術開発リスクの 回避、 開発期間の短縮、 製品の市場への 普 

及 等の効果を伴いつっ、 同時に生活環境も 含めた科学技術資源の 空間的集約の メ 

カ ズム の重要性について 述べている。 

今日、 科学技術の研究・ 技術開発に要請されていることは 単に科学技術資源を 

投入し新たな 知見を増加させるに 止まらず、 広い意味において 科学技術の・ 成果を 

生産活動、 家計的な意味での 消費生活、 あ るいはより一般的にエンド・ユーザ 一 

のニーズに応えられることへと 広がっている。 当然、 研究・技術開発活動も 多様 

化に対応しなけれ ば ならないことになるが、 このためには 柔軟性のあ る科学技術 

- ンステムを双提としなければならない。 

人間の社会的諸活動の 文脈において、 研究・技術活動が 特定の閉じた 空間の中 
で 完結することが 困難になっているこ とは明らかになってきている。 例えば、 研 

究 開発のグローバリゼー レコ ン   ネッ トワーク化等様々な 表現形態が用いられて 
いる。 この背景には 先にも述べたように 新たな知見の 獲得もさることながら、 

「いかにして 持続的に イ ノベーションを 創出するか」 という科学技術に 課せられ 

た永年に続くであ ろう命題として 理解することができる " 。 

研究機関の研究・ 技術開発活動には 明らかに相互依存関係が 存在している ， 係 

る現状認識の 下、 本稿ではこの 研究機関間の 関係及びそのダイナミズムの 分析的 

を 試みるものであ る m 。 

2 . 関係を測定する 尺度 

研究機関間の 関係を測定するにはいくつかの 方法論が挙げられる。 例えば、 共 

同研究の数、 研究開発費のフロー、 研究者・技術者の 交流、 研究論文・特許の 共 
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著 あ るいは共同出願の 状況等であ る， しかしながら、 これらの統計数値は 既存の 

研究・技術開発システムを 前提として、 その実態を把握するための 仮説に基づき 
調査されたものであ る。 先にも述べたように、 研究・技術開発における 外部経済 

性を前提に議論を 進めるためには、 科学技術資源のフロ 一だけでなく、 むしろ 外 

部の科学技術資源の 活用を通じて 得ることのできた 利益、 何として開発期間の 短 

縮、 開発リスクの 回避、 新たな知識の 創出、 新製品の市場への 普及等に よ り評価 

することが望ましい。 実情としては、 national tot 引 としてこれらのデータは 利 

用 可能な状況にはない。 一般論として、 大学や国公立研究所に 関するデータは 入 

手 しやすい。 しかし、 研究・技術開発の 実態を分析する 上で、 最も大きな母集団 
であ る企業の活動を 除外して研究機関間の 関係を分析することは 意味がない。 

係る状況を背景に 、 デ一 タ 利用の限界を 考慮しつつ、 科学技術研究調査 ( 総務 

庁 統計局， 指定統計第 61 号 ) に よ り毎年公表されている 研究機関間での 研究費 

のフロ @ を分析のための 当面のデータソースとした。 

図 1 に 1994 年度 ( 平成 6 年度 ) の研究機関間の 研究費の流れを 示す ( 研究機 

関間での研究費の 流れを明確にするため、 自己資金分を 除いている ) 。 明らかに、 

研究・技術開発のための 資金の流れが 研究機関間に 存在することがわかる。 しか 

し、 これが与える 知見はあ る関係の存在を 示すのみで、 これ以上の情報を 与える 

ものではない。 

図 1 研究費のフロー 1994 年度 ) 
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実際、 金額の大きさの 大小をはあ るものの、 我が国の研究費のフローからみた 
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研究機関の間の 関係のパターンには、 デ一 タ 0 利用が可能な 1977 年以降大きな 

変化は認められない。 図 1 のみを参照した 場合、 研究，技術開発活動の 規模の実 

態 に誤解を与えかれないことから、 図 2 に自己資金として 内部使用した 研究費の 

規模を示す。 図 1 と 2 から容易に類推される よ うに、 外部から導入した 資金を含 

め 、 研究機関が内部使用した 研究費の規模を 視覚化すると、 我が国の研究・ 技術 

開発活動における 企業のパフォーマンスの 規模の大きさに 着目すべきであ ろう。 

図 2 自己資金としての 研究費 
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研究 妓術 開発実施主体 

一方、 national total としてのデータから 研究機関の間の 関係を分析するには 
限界があ り、 分析のための 精度を上げる 必要があ ることを改めて 認めざるを得な 

い。 national totaI の視点で詳細な 情報が得られない 原因として、 企業、 大学、 

及び国公立研究所が 単純に aggregate されたレベルのままで 議論を深めることが 
困難なためであ る。 

本稿で述べる 研究機関間関係の 試論において 新たに取り入れた 手法は、 産業構 

造の地域特性を 検討するための 共同研究において 開発した 「産業立地特性指数 

(IndustriaI Location Index) ( 以下、 ILI という。 ) 」の応用であ る。 本手法 

の開発及びその 意味については 本年次学術大会において 主たる研究者から 報告さ 

れる予定であ るⅦ 0 このため、 ここでは ILI を研究・技術開発費に 応用した主要 

な 結果について 報告する。 

ILI を用いることのメリットは、 研究機関の研究開発費等のデータを 都道府県 

別に細分し 、 デ一 タの 精度を向上させることが 可能となること、 及び ILI という 

指数が研究開発費等の 地域的な集積と 分散に関する 情報を与えるためであ る。 

3 . 研究穏の受け 入れと外部支出 : 分析結果の例示 

ここでは、 前節において 述べた分析結果の 一部を提示する。 図 3 及び 4 は電気 
機械産業に分類される 企業について、 1979 年度から 1993 年度研究費の 受け入れ 
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と 外部支出大きさと 対応、 する ILI の値の各々について、 1979 年度を基準に 正規 

化した値を表示したものであ る   

図 3 受け入れ研究費の 規模 りォ応 する L 袴 相対 値 
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図 4 外部支出研究費の 規模 むォ応 する T の相対 値 
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縦軸は研究費の 受け入れ及び 外部支出の規模の 相対値で、 1.0 は研究費の額が 
1979 年度の 2 倍であ ることを表す。 横軸に関しては 詳細な説明が 必要であ るが、 

数値の増加は 研究費の受け 入れ及び覚部支出の 総額があ る地域 ( ここでは都道府 

県に相当する ) への偏りを高めていく 傾向を、 また数値の減少は 逆にその偏りの 

減少する傾向を 示すものとして 解釈を行っている。 

4 . 考察 

研究機関としての 企業の中で、 研究   技術開発の規模が 最も大きい電気機械 産 

業は ついて新たな 分析手法を試みた。 研究費の受け 入れ及び覚部支出と も、 

1980 年代を通じ増大傾向にあ ることは経験則として 受け入れることができる。 

一方、 各々に対応、 する ILI の数値の相対的な 変化が意味するところに 研究機関間 
の 関係についての 手がかりの一端があ るものと考えている。 この分析事例のみを 

もって研究機関間の 関係のダイナミズムについて 言及するものではないが、 単に 

研究費のフローからの 研究機関間の 関係に比べ多くの 情報を提供するものと 佳 - 置 

づけている。 

他の機関についての 分析も含め、 対象となる期間ごとの 受け入れ及び 外部支出 

の分析についても 併せて検討を 加え、 研究機関間の 関係の変化を X 検討する予定 
であ る。 

，研究機関の 目的あ るいは使命に 関する論文は 数多く公表されているが、 下記の 

文献が比較的新しい。 

P ， B ・ Joly@ and@ V ・ Mangematin ， "Profile@ of@ public@ laboratories ， industrial 

partnerships@ and@ organization@ of@ R&D:@ the@ dynamics@ of@ industrial 

relationships@ in@ a@ large@ research@ organization ， "@ Research 

Pol@icy ， 25(1996 Ⅰ   pp ， 90@1-922   

" 竹林，柿崎，権 田，「未利用自然エネルギー 利用に関する 施策の研究」 ，研究・技 

術計画学会第 10 回年次学術大会講演要旨 集 ・ pp. 147-152. 及び引用文献   

並びに、 竹林，柿崎，権 田，「生活社会系科学技術の 開発と普及に 関する研究」 

" 生活社会系科学技術に 関する研究に 事例を挙げている。 

， " 権 田川本， 刀 、 山 ，「科学技術立地論と 地域科学技術政策」 瑚究 ・技術計画学会 

第 9 回年次学術大会講演要旨 集 ・ pp. 204-210 ，及び引用文献   

" 平成 5 年度科学技術振興調整 費 ，「人間の社会的諸活動の 解明・支援に 関する 

調査」 ，科学技術庁科学技術政策局． 平成 6 年 3 月． 

w 本稿で述べる 意見及び考察はすべて 筆者の個人的なものであ る。 

而 権 田，池端，柿崎，「立地特性から 見た日本の産業構造の 変化」 及び 

池端，柿崎，権 田，「地域における 産業構造の変化とその 地域特性に関する 研究」 

において ILI の定義及びこの 指数の特性について 述べられる。 
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